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（４）医師確保対策 

 

日本医師会は、前述した「医師確保のための実態調査」において、都道府県におけ

る医師確保のための具体的施策とその効果についても調査した。 

「小児救急電話相談事業（#8000）」、「医療機関情報の提供（ホームページでの

診療情報の提供など）」、「連携、情報共有のための会議の設定（医療機関の連携、

医療関係職種の連携）」はほとんどの都道府県で実施されていた（図 1-2-11）。 

 

図1-2-11　医師確保のための対策（複数回答,n=47）
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県域を越えた連携

医師派遣システムの構築

地域の病院等への医師供給を要請

研修医およびいわゆる後期研修医等のネットワーク作り

一般向けの電話相談事業

女性医師再就業支援事業

教育研修の実施

受療行動に関する啓発

大学に医学部の地域枠や奨学金の設定を要請

ドクターバンク、紹介予定派遣など

連携、情報共有のための会議の設定

医療機関情報の提供

小児救急電話相談事業(#8000)

-都道府県医師会の回答-

 

医師不足・偏在解消効果があった（かなりあった・ややあった）との回答は、「小

児救急電話相談事業（#8000）」、「県域を越えた連携」、「教育研修の実施」の順

に多かった（図 1-2-12）。 

「県域を超えた連携」、「医師派遣システムの構築」は実施している県は少ないが、

効果が「かなりあった」との回答が比較的多く、特に行政等が単独で行うよりも、医


